
四

前
項
第
二
号
の
従
業
員
が
、
確
定
給
付
企
業
年
金
法
第
八
十
二
条
の
四
第
一
項
又
は
確
定
拠
出
年
金
法
第

五
十
四
条
の
五
に
定
め
る
同
意
を
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類

五

前
項
第
七
号
の
日
及
び
月
数
を
証
す
る
書
類

六

確
定
給
付
企
業
年
金
法
第
八
十
二
条
の
四
第
一
項
又
は
確
定
拠
出
年
金
法
第
五
十
四
条
の
五
の
規
定
に
よ

る
申
出
を
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類

（
共
済
契
約
の
申
込
み
に
関
す
る
特
例
等
）

第
六
十
九
条
の
十
一

法
第
三
十
一
条
の
三
第
一
項
の
共
済
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
お
け
る
共
済
契
約
の
申
込

み
は
、
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同
項
の
退
職
金
共
済
契
約
申
込
書
を
機
構
に
提
出
し
て
行
う

も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

２

法
第
三
十
一
条
の
三
第
一
項
の
共
済
契
約
を
締
結
す
る
場
合
に
お
け
る
共
済
契
約
の
申
込
み
は
、
確
定
給
付

企
業
年
金
法
第
八
十
二
条
の
四
第
一
項
又
は
確
定
拠
出
年
金
法
第
五
十
四
条
の
五
の
規
定
に
よ
る
申
出
と
同
時

に
行
う
も
の
と
す
る
。

３

前
項
の
申
込
み
に
係
る
退
職
金
共
済
契
約
申
込
書
に
は
、
確
定
給
付
企
業
年
金
法
第
八
十
二
条
の
四
第
一
項

又
は
確
定
拠
出
年
金
法
第
五
十
四
条
の
五
の
規
定
に
よ
る
申
出
を
し
た
こ
と
を
証
す
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

４

機
構
は
、確
定
給
付
企
業
年
金
又
は
企
業
型
年
金
を
実
施
し
て
い
た
事
業
主
又
は
実
施
し
て
い
る
事
業
主
が
、

共
済
契
約
の
申
込
み
を
行
う
と
き
は
、
当
該
事
業
主
に
対
し
、
第
四
十
五
条
の
規
定
の
適
用
そ
の
他
の
事
項
に

つ
い
て
説
明
を
行
う
も
の
と
す
る
。

５

機
構
は
、
法
第
三
十
一
条
の
三
第
一
項
の
申
出
を
行
う
事
業
主
に
対
し
て
は
、
法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
規

定
及
び
第
四
十
五
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、法
第
二
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
掛
金
負
担
軽
減
措
置（
第

四
十
五
条
の
加
入
促
進
の
た
め
の
掛
金
負
担
軽
減
措
置
に
限
る
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。）を
適
用
し
な
い
も
の

と
す
る
。

６

機
構
は
、
法
第
三
十
一
条
の
三
第
一
項
の
申
出
を
し
た
者
が
掛
金
負
担
軽
減
措
置
を
受
け
た
共
済
契
約
者
で

あ
る
場
合
は
、
当
該
掛
金
負
担
軽
減
措
置
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

（
資
産
の
移
換
を
受
け
た
場
合
の
掛
金
納
付
月
数
の
通
算
等
）

第
六
十
九
条
の
十
二

法
第
三
十
一
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
掛
金
納
付
月
数
の
通
算
は
、
共
済
契
約
の
効

力
が
生
じ
た
日
の
属
す
る
月
か
ら
当
該
通
算
す
る
月
数
分
遡
つ
た
月
に
お
い
て
同
日
に
応
当
す
る
日
（
そ
の
日

に
応
当
す
る
日
が
な
い
月
に
お
い
て
は
、
そ
の
月
の
末
日
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
み
な
し
加
入
日
」
と
い

う
。）に
共
済
契
約
の
効
力
が
生
じ
、
か
つ
、
当
該
み
な
し
加
入
日
の
属
す
る
月
か
ら
現
に
共
済
契
約
の
効
力
が

生
じ
た
日
の
属
す
る
月
の
前
月
ま
で
の
各
月
分
の
掛
金
が
当
該
共
済
契
約
の
効
力
が
生
じ
た
日
に
お
け
る
当
該

共
済
契
約
の
被
共
済
者
に
係
る
掛
金
月
額
に
相
当
す
る
額
の
掛
金
月
額
に
よ
り
納
付
さ
れ
た
も
の
と
み
な
し
、

当
該
通
算
す
る
月
数
と
当
該
共
済
契
約
に
係
る
掛
金
納
付
月
数
を
通
算
す
る
こ
と
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
新
設
）

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
掛
金
の
納
付
が
あ
つ
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
被
共
済
者
に
対
す
る
法
第
十
条
第
二
項
第

三
号
ロ
（
法
第
十
六
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
み
な
し
加

入
日
に
共
済
契
約
の
効
力
が
生
じ
た
も
の
と
み
な
す
。

３

み
な
し
加
入
日
が
平
成
三
年
四
月
一
日
前
の
日
で
あ
る
被
共
済
者
に
対
す
る
法
第
十
条
第
二
項
及
び
令
付
録

第
二
備
考
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
ほ
か
、
法
第
十
条
第
二
項
第
三
号
ロ
中
「
月
数

と
な
る
月
」
と
あ
る
の
は
「
月
数
と
な
る
月
（
平
成
四
年
四
月
以
後
の
月
に
限
る
。）」
と
、
令
付
録
第
二
備
考

中
「
法
第
十
条
第
二
項
第
三
号
ロ
」
と
あ
る
の
は
「
、
平
成
四
年
四
月
以
後
の
計
算
月
に
つ
い
て
法
第
十
条
第

二
項
第
三
号
ロ
」
と
す
る
。

（
令
第
十
条
第
二
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
）

第
六
十
九
条
の
十
三

令
第
十
条
第
二
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者
は
、
平
成
二
十
五
年
厚
生
年
金
等
改
正

法
附
則
第
三
十
六
条
第
一
項
の
申
出
に
係
る
被
共
済
者
と
す
る
。

（
新
設
）

平成年月日 金曜日 (号外第号)官 報 
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